
平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 3 212 頁 農業振興費 農政企画事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
農業振興地域整備促進事
業

農地情報システム保
守管理委託料

委託料 747 543 428 428 3

臨時
農林制度資金償還利子補
給事業

農林制度資金償還
利子補給金

償還金利子
および割引料

603 449 447 223 224 3

経常 農業団体等支援事業
農林業振興公社運
営補助金

負担金補助
及び交付金

38,023 38,028 38,028 38,028 3

経常 農政企画事務事業
農地情報システム
構築業務委託料

需用費 642 2,643 2,123 2,123 3

臨時 農地中間管理事業
機構集積協力金交
付金

負担金補助
及び交付金

22,956 9,622 9,037 5,010 3,800 227 3

担い手農地集積加速化事
業

9,283

計 72,254 51,285 50,063 5,233 0 3,800 41,030

予算

目
的

農政の推進を図る
対
象

農業者・農業団体

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○農業振興地域整備促進事業
　　・協議会の開催

○農林制度資金償還利子補給事業
　　・制度資金償還対する利子補給金

○農業団体等支援事業
　　・協議会等負担金：農業関係団体に対する負担金
　　　①食料・農業・農村振興協議会負担金
　　　②農林業振興公社負担金
　　　③全国山村振興連盟大分県支部負担金
　　　④大分県農林水産祭負担金
　　・各種団体等補助金：農業関係団体に対する補助金
　　　①農林業振興公社運営補助金

○農政企画事務事業
　　・農政企画全般の経費（農業労災等諸費、農政企画係事務費等）

○農地中間管理事業
　　・農地中間管理機構が借り受けた地域及び農地等に対し、機構集積協力金交付金を交付する。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － －

－ － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

109,059 72,254 50,063 67,964 

うち経常経費 48,407 39,412 40,579 39,224 

国 県 費 55,183 28,154 5,233 21,160 理由

地 方 債

そ の 他 12,689 4,300 3,800 4,300 

一般財源 41,187 39,800 41,030 42,504 

うち経常 40,607 39,412 40,579 39,224 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 戦略的な農業振興等を図るため、事業は必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
過疎、高齢化等に起因する担い手不足問題を抱える本市
農業の振興を促進するために必要である。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 戦略的な農業振興等を図る上で、適切な手段である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
計画に基づく施策等を展開中であり、一定の成果を上げ
た。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き補助金交付要綱を遵守し、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名
農政企画業務の円滑な
推進

目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（1）、1-1-（5）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a ｂ ｃ ｄ

数値 目標 目標 目標 目標

農政企画業務の円
滑な推進

a

b

c
担い手の高齢化や減少による遊休荒廃農地拡大、有害鳥獣による農
林産物への被害増大などにより、農業生産額は減少の一途をたどり
地域農業の活力が低下している。

ｄ

第3次農業振興計画に沿った農業振興を推進するとともに、「担い手
対策」と「農地対策」を一体的に進めるための仕組みづくりとして、人と
農地の情報を一元化した土地利用調整システムの構築を図る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

継続した事業経費が必要なた
め。また、土地利用調整のため
農地中間管理事業を引き続き
実施する。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 3 212 頁 農業振興費 農業振興事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
営農普及サポート支援事
業

普及相談活動の実施
連絡会議及び協力員会議の開催 報酬 2,944 3,308 2,663 2,663 3

経常 安全・安心農業推進事業
協議会
土づくり講習会

備品購入費 213 272 217 217 3

臨時
環境保全型農業直接支援
対策事業

交付対象者（36名）
負担金補助
及び交付金

2,524 2,705 2,277 1,697 580 3

臨時 緊急渇水対策事業
揚水ポンプ、タンク
等

負担金補助
及び交付金

259 300 0 0 3

経常 流通・販売戦略推進事業 市場調査 旅費 404 942 528 528 3

計 6,344 7,527 5,685 1,697 0 0 3,988

予算

目
的

本市の農業振興を目指し持続的な農業の確立を図るため、営農普及指導体制の整備並びに昨今
の多様な消費者ニーズに応えるための各種事業に取り組む

対
象

農業者・消費者
小中学校

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○営農普及サポート支援事業
　　農協、県及び市行政関係機関による営農普及指導体制の確立を図るとともに、普及事業に取り組む。
　　　・［対象：営農普及相談員1名、営農普及協力員9名］　　2,569千円
　　　・学農連携推進事業・・・・・・・市内小・中学校を対象に農業体験学習を指導。 ［対象：市内小・中学校］　12千円
　　　・輪作体系確立実証事業・・・82千円

○安全・安心農業推進事業
　　有機農業をはじめとした本市の安全・安心農業を推進するための協議会の開催及び有機農業推進計画の策定。
　　　・［対象：協議会委員　13名］　　217千円

○環境保全型農業直接支援対策事業
　　環境保全効果の高い営農活動に取り組む有機農業者に対する交付金の直接支払。
　　　・［対象：有機農業者　36名］　　2,277千円

○緊急渇水対策事業
　　小雨渇水による作物被害を最小限に止めるための揚水ポンプ及び補水タンク等の購入補助を行う
　　　・［ポンプ・タンク補助］… 0千円

○流通・販売戦略推進事業
　　産地収益力向上を目指した生産から流通、販売、消費までを据えた販売戦略の構築
　　　・「市場調査」　528千円



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 3 回 2 回 2 回

－ － － 150.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

6 回 7 回 8 回

100.0 ％ 120.0 ％ 133.0 ％

課題 7 校 7 校 7 校

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

6,057 6,344 5,685 7,473 

うち経常経費 3,475 3,567 2,880 4,430 

国 県 費 1,936 1,901 1,697 2,044 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 4,121 4,443 3,988 5,429 

うち経常 3,475 3,567 2,880 4,430 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
営農普及指導体制の充実が図られ、戦略品目を中心に産
地化が図られている。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
第2次農業振興計画の実行に努めるためには、行政が主
体となり取り組む必要がある。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
第2次農業振興計画の実行に努めるためには、行政が主
体となり取り組む必要がある。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
戦略品目を中心に面積が拡大しており、産地形成ができて
いる。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 年間農業生産額 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-(3)で目標としているため

数値 ６４億円

活
動
指
標

指標 a
営農普及支援ネットワーク
協議会／連絡会議の開催

ｂ
安全安心農業推進協議
会／研修会の開催

ｃ
市内小中学校農業体験
学習指導

ｄ

数値 目標 2 回 目標 6 回 目標 7 校 目標

年間農業生産額 a
営農普及支援
ネットワーク協議
会／連絡会議の
開催

回

b
安全安心農業推
進協議会／研修
会の開催

回

c 市内小中学校農
業体験学習指導 校

農業者の高齢化に伴う生産性の低下及び農業の重要性の普及啓発
活動が必要である。

ｄ

高齢者農業の課題解決に向けた指導体制の強化及び地産地消の推
進を図る。また、子どもたちに農業体験を通じて将来の農業後継者を
育成する。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

第３次農業振興計画でも、営農
普及の支援及び学農連携の推
進を継続的に推進を図る。ま
た、農産物の安全・安心の推
進や環境保全型農業の推進を
継続的に実施する。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 3 214 頁 農業振興費 担い手支援事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
担い手アクションサポート
事業

団体事業補助金
負担金補助
及び交付金

844 965 900 900 3

経常 担い手団体補助事業 ３団体
負担金補助
及び交付金

706 780 780 780 3

臨時 担い手育成・確保事業 14事業
負担金補助
及び交付金

85,457 97,714 82,189 62,067 16,766 3,356 3

臨時 担い手支援事務費 臨時職員報酬 賃金 1,352 3,243 2,322 792 1,530 3

計 88,359 102,702 86,191 62,859 0 16,766 6,566

予算

目
的

農業の多様な担い手の確保･育成
対
象

農業の担い手

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○担い手アクションサポート事業
　　　・担い手育成総合支援協議会事業推進体制の強化、担い手アクションサポート活動、新たな人材の育成・確保活動に対する
　　　　支援及び企画指導員の設置補助金
　　　　　[対象：担い手育成総合支援協議会補助金]

○担い手団体補助事業
　　　・農業の担い手の団体に､その活動費を補助する
　　　 　[対象：認定農業者連絡協議会補助金、新農業者協議会補助金、豊後大野市法人連絡協議会補助金]

○担い手育成・確保事業
　　　・農業の担い手に対する各種補助事業
　　　　[就農支援資金償還費補助金、耕作放棄地再生支援事業費補助金、青年就農給付金、経営体育成支援事業費補助金、
　　　　大規模経営体育成事業費補助金、経営多角化事業補助金、担い手経営強化対策事業補助金、大分県親元就農給付金、
　　　　農業経営法人化支援交付金、後継ぎ支援交付金事業、新規就農支援交付金事業、農地集積担い手交付金事業補助金]

○担い手支援事務費
　　　・人・農地問題解決加速化支援事業事務費、青年就農給付金事業事務費、担い手支援一般事務費

　　　（主な事業効果）
　　　　集落営農法人37、任意組織36、認定農業者374、新規就農者8



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 402 人 378 人 374 人

－ － － 93.5 ％ 87.9 ％ 87.0 ％

72 ヶ所 72 ヶ所 73 ヶ所

96.0 ％ 96.0 ％ 97.3 ％

課題 11 人 11 人 8 人

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

352,126 88,359 86,191 121,810 

うち経常経費 3,149 1,863 3,484 5,678 

国 県 費 40,960 71,139 62,859 70,924 理由

地 方 債

そ の 他 11 11,048 16,766 37,842 

一般財源 311,155 6,172 6,566 13,044 

うち経常 3,149 1,863 3,484 4,937 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 基幹産業である農業の担い手確保・育成は重要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
基幹産業である農業の担い手確保・育成は、市及び関係
機関と連携し支援しなければならない。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
主に農業で生計を営む認定農業者、集落営農組織、新規
就農者を支援する。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
高齢化により認定農業者数が減少する中、新規就農者数
の確保が維持できている。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 農業の担い手確保･育成 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（2）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 認定農業者認定数 ｂ 集落営農組織数 ｃ 新規就農者数 ｄ

数値 目標 430人 目標 75集落 目標 － 目標

農業の担い手確保･育成 a
認定農業
者認定数

人

b
集落営農
組織数

ヶ所

c
新規就農
者数

人
担い手の高齢化や認定農業者の減少、農業後継者の不足により、農
業の担い手が減少している。

ｄ

新規就農者、地域農業の核となる認定農業者、集落営農法人の確
保・育成、優良企業及び異業種の農業参入推進等、多様な担い手の
確保対策に努める。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

市単独事業をはじめ、必要に
応じた補助事業等を計画的に
実施するため。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 3 216 頁 農業振興費 インキュベーションファーム事業

　　・（主な事業効果）

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
インキュベーションファーム
事業

研修生宿泊施設リース
料

使用料及び
賃借料

14,630 7,973 7,320 7,320 0 3

計 14,630 7,973 7,320 0 0 7,320 0

予算

目
的

研修生の確保及び農業起業者の育成支援
対
象

研修生

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○インキュベーションファーム事業
　  次代の農業及び地域を担う若い農業起業者(新規就農者)を、ホームページ等を通じて全国から募集(Ｉターン、Ｕターン等)し、
　次代の豊後大野市農業の担い手を確保する。また、研修ファーム(インキュベーションファーム)における栽培・管理等の実践
　研修、簿記研修等の農業経営研修及び農業経営の実践者である農業者による実践指導により、新規就農者の育成を図る。
　研修生が安心、集中して研修するための施設を整備する。

　　・印刷製本費
　　・広告料
　　・ホームページ保守点検委託料
　　・農地確保委託料
　　・担い手確保委託料
　　・研修生宿泊施設リース料

1期生3組6名の内1組2名が1年で就農し、2組4名がＨ26年1月から就農した。
2期生4組8名の内1組2名が1年で就農し、3組6名がＨ27年1月から就農した。
3期生3組6名がＨ28年1月から就農した。
4期生2組4名がＨ29年1月から就農した。
5期生2組4名がH30年１月から就農した。
6期生2組4名が2年目の研修を開始し、Ｈ30年1月から7期生1組3名が1年目の研修を開始した。



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

4 人 4 人 3 人 6 回 5 回 7 回

66.7 ％ 66.7 ％ 50.0 ％ 120.0 ％ 100.0 ％ 140.0 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

11,680 14,630 7,320 7,351 

うち経常経費 14,630 7,320 3,560 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他 860 14,630 7,320 7,351 

一般財源 10,820 

うち経常 14,630 7,320 3,560 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
第3次振興計画の担い手確保対策の重点施策として実行し
なければならない。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
第3次振興計画の担い手確保対策の重点施策として実行し
なければならない。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
第3次振興計画の担い手確保対策の重点施策として実行し
なければならない。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2 7期生　1組3名の研修生が確保できた。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 研修生の確保 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-１-（2）で目標としているため。

数値 6人

活
動
指
標

指標 a 就農相談会の参加 ｂ ｃ ｄ

数値 目標 5回 目標 目標 目標

研修生の確保 人 a
就農相談
会の参加

回

b

c

研修生の確保。

ｄ

相談会への参加数を増やすとともに、インキュベーション事業発信の
取り組みを強化する。

決 算 額 （千円）

増額

財
源
内
訳

インキュベーションファーム研
修施設の一部を改善する必要
があるため。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 4 216 頁 園芸振興費 園芸振興事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時 園芸産地整備事業
ハウス施設整備、選果施設
整備、栽培管理機械整備等

負担金補助及び
交付金 51,174 106,075 102,850 41,566 313 60,971 3

臨時 大規模園芸リース団地整備事業 利子負担金
負担金補助及び
交付金 4,105 4,156 3,478 3,478 2

経常 野菜価格安定対策事業
野菜協会基金造成負担
金

負担金補助及び
交付金 736 750 750 750 3

臨時
戦略品目産地化プロジェクト支援
事業

ゴボウ選別機、甘藷育苗
ハウス

負担金補助及び
交付金 1,295 868 793 793 2

経常 団体負担金 ４団体
負担金補助及び
交付金 679 659 659 659 3

経常 団体補助金 ２団体
負担金補助及び
交付金 1,678 1,678 1,678 1,678 2

経常 園芸振興事務費 園芸振興に係る事務費
負担金補助及び
交付金 224 307 253 253 2

臨時 農業施設等復旧支援事業 災害復旧補助金
負担金補助
及び交付金

0 10,842 5,796 2,896 2,900 3

特用作物振興対策事業 119

計 60,010 125,335 116,257 44,462 0 313 71,482

予算

目
的

本市の産地収益力向上を図るためには、産地化及びブランド化を推進する必要がある。これに係
る必要かつ有効な事業として実施する。

対
象

農業者・団体組織等

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○園芸産地整備事業
　　・活力あふれる園芸産地整備事業補助金　　61,315千円　［事業費：61,315千円（県 1/2・1/3　市1/6）］
　　　　［品目：ピーマン、白ねぎ、かんしょ、カボス、トマト、キク、さといも　対象：認定就農者、認定農業者、営農集団等］
        ①白ねぎ（乗用管理機、皮剝き機、結束機、コンプレッサー、管理機、根切り機等）      3,977千円
        ②カボス 　（新植・造成）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 1,527千円
        ③きく   　（ハウス、ハウスの附属施設等）                       　　　　　　　　　             20,841千円
        ④トマト   （ハウス、ハウスの附属施設、選別機等）         　　　　　　　            　      11,340千円
        ⑤さといも （移植機等）　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　     　695千円
        ⑥かんしょ（マルチ張り機、堀取り機、つる切り機、土壌消毒機、洗浄機、貯蔵庫）      10,122千円
      　⑦ピーマン（ハウス、ハウスの附属施設、選果場付帯施設等）　　　　　　　　     　      　6,972千円
　　　  ⑧スイートピー（ハウス、ハウスの附属施設等）                       　　　　　　　　           5,841千円
　　・活動火山防災営農施設整備事業補助金　　3,033千円　［事業費：3,033千円（国50％　県15％　市15％)］
　　　　①葉たばこ（自走式洗浄機）　3,033千円
    ・食品企業連携産地拡大推進事業費補助金　 910千円　［事業費：910千円（県 1/1）］
        ①加工人参（産地スタートアップ支援） 910千円
　　・夏秋ピーマン広域選果場整備事業補助金
　　　　ピーマン選果機等              　　37,592千円
○大規模園芸リース団地整備事業・・・大規模リース団地整備に対する補助金
  　　・ブランドを育む園芸産地育成支援事業補助金  　3,478千円
　　　　 ①キク団地（県公社県分の利子負担金）  　 　  3,478千円
○野菜価格安定対策事業・・・野菜生産者の経営安定の確保に資するための基金造成負担金　;750千円
　　［対象：ピーマン、夏秋なす、さといも、アスパラ、白ねぎ、小ねぎ、みつば、カボス等］
○戦略品目産地化プロジェクト支援事業・・・戦略品目の産地化及びブランド化を早期に確立するため取り組む事業に対する補助
　　　　　　　　　　792千円　［事業費：792千円（市 1/2)］
　　　　①水田ゴボウ（選別機）　    　　　　　　  　　  350千円
　　　　②かんしょ（育苗ハウス）　　　　　 　 　　  　　363千円
　　　　③さといも（原種栽培委託料）　　　　　　　　　 79千円
○団体負担金・・・大分県カボス振興協議会（379千円）、竹田市カボス流通対策協議会（160千円）、
　　　　　　　　　　豊肥地区フライト農産物集出荷協議会（120千円）
○団体補助金・・・葉たばこ生産協議会補助金（180千円）、ＪＡおおいたぶんご大野生産部会補助金（1,498千円）
○園芸振興事務費・・・園芸振興事業に係る事務経費。　253千円
〇農業施設等復旧支援事業・・・農業施設等復旧にかかる経費の対する補助金 5,796千円［事業費：5,796千円（県1/3　市1/3）］
        ①甘藷貯蔵庫（甘藷貯蔵庫の冷暖房機の修繕）　   5,267千円
　　　  ②白ねぎ集出荷調整場     （土砂の除去）           97千円
        ③水稲 （米の乾燥機・精米機の修理、動力噴霧機）  432千円



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 5.8 億円 5.1 億円 4.9 億円

－ － － 87.9 ％ 77.8 ％ 74.2 ％

0.7 億円 0.9 億円 0.8 億円

30.4 ％ 37.4 ％ 34.8 ％

課題 3.0 億円 3.3 億円 3.4 億円

85.7 ％ 94.3 ％ 97.1 ％

0.6 億円 0.5 億円 0.5 億円

対応（改善点等） 42.9 ％ 37.9 ％ 37.9 ％

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

53,664 60,010 116,257 87,205 

うち経常経費 2,378 3,317 3,340 3,840 

国 県 費 30,980 31,645 44,462 50,654 理由

地 方 債

そ の 他 313 

一般財源 22,684 28,365 71,482 36,551 

うち経常 2,378 3,317 3,340 3,840 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
産地収益力を高めるための産地形成とブランド力の向上を
図るためには、国及び県の補助事業は必要不可欠であ
る。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
事業実施主体として市が取り組むことによって、関係機関
の連携が図られ円滑かつ効果的な事業の執行が図られ
る。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
成果指標を達成するためには、戦略品目の目標達成は必
要不可欠である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
戦略品目については着実に成果が上がっているが、その
他品目については伸びていない。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 年間園芸生産額 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-(3)、1-1-（4）で目標としているため

数値 29.4億円

活
動
指
標

指標 a 夏秋ピーマン ｂ 白ねぎ ｃ かんしょ ｄ さといも

数値 目標 6.6 億円 目標 2.3 億円 目標 3.5 億円 目標 1.4 億円

年間園芸生産額 a
夏秋ピー
マン

億円

b 白ねぎ 億円

c かんしょ 億円
園芸振興アクションプランに掲げた戦略・重点品目の産地化及びブラ
ンド化の確立。

ｄ さといも 億円

戦略品目については、アクションプランを関係機関で作成し、プロジェ
クトチームを設置して推進に努めている。また、市単独事業として戦略
品目産地化プロジェクト支援事業に取り組み面積の拡大及び品質の
向上対策に努めている。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳 例年並みの事業実施のため



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 5 218 頁 水田農業構造改革対策事業費 水田農業構造改革支援事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時
水田農業構造改革対策事
業

推進事務費 委託料 18,415 20,000 19,329 19,329 3

計 18,415 20,000 19,329 19,329 0 0 0

予算

目
的

水田農業構造改革支援事業の実施（米の生産調整等）
対
象

水稲・畑作物生産者

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○水田農業構造改革対策事業
　　　経営所得安定対策（旧戸別所得補償）の推進事務費を豊後大野市農業再生協議会へ補助金として交付
　　　・直接支払推進事業費補助金

　　　　（主な事業実績）
　　　・米の直接支払交付金 　　　　 　： 2,241名（前年2,349名）　 125,312,250円（前年 127,273,500円）
　　　・畑作物の直接支払交付金　　  ： 　136名（前年  123名）  　107,182,398円（前年　90,825,007円）
　　　・水田活用の直接支払交付金 　： 1,196名（前年1,303名）　 418,906,333円（前年 431,746,149円）

　　　　　　　　　 ◎合計　　　　　　　　　　　　　　     661,426,981円（前年 649,844,656円）

　※上記の交付金は、農林水産省（九州農政局大分支局）より交付対象者へ直接交付されたもの
　※米の生産調整目標達成率　目標　２，６０７ｈａ以下、　実績　１，９３７ha（達成率１００％）



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％ 1 回 1 回 1 回

－ － － 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

18,844 18,415 19,329 20,000 

うち経常経費

国 県 費 18,844 18,415 19,329 20,000 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源

うち経常

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
米の価格安定及び農業経営安定を図る上で生産目安設定
及び各種交付金が重要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
米の数量調整及び交付金関連業務については、行政、ＪＡ
等が連携して調整を図っているため。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
米の価格安定を図るための制度であることを農業者に周
知し、経営所得安定対策各種交付金を活用できているた
め。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3
生産調整が達成され（達成率100％以上）、各種直接交付
金が交付されている（Ｈ２９度実績651百万円）。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き関係機関と連携し、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 米の生産調整の達成率 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（1）で目標としているため

数値 100%

活
動
指
標

指標 a 座談会の開催 ｂ ｃ ｄ

数値 目標 1回 目標 目標 目標

米の生産調整の達成率 ％ a
座談会の
開催

回

b

c
経営所得安定対策に係る交付要件等が頻繁に改正され、生産者の制度に対する理解
度が深まらず、さらに米の直接支払い交付金が平成３０年度より廃止となる為、減収分
を少しでも補填する水田フル活用ビジョンの作成や制度周知が必要となる。

ｄ

経営所得安定対策等の加入促進と事業の円滑な推進を図るため、関
係機関と連携し、制度改正や水田フル活用ビジョン等の周知に努め
る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

国の推進事業費（交付金）一律
10％カット等の方針もあるが、
農業経営安定に向けた、農家
への直接交付金に係る業務で
あることから予算額は前年度
並としたい。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 6 218 頁 中山間地域等直接支払事業費 中山間地域等直接支払事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常
中山間地域等直接支払推
進事業

推進事務費 需用費 1,008 1,260 1,259 625 634 3

経常
中山間地域等直接支払交
付金

交付金
負担金補助
及び交付金

382,007 391,096 391,095 293,315 8 97,772 3

計 383,015 392,356 392,354 293,940 0 8 98,406

予算

目
的

農地の保全、多面的機能の確保、農業生産活動等の継続、集落の活性化
対
象

農業者等

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○中山間地域等直接支払推進事業
　　　・中山間地域等直接支払事業の推進事務

○中山間地域等直接支払交付金
　　　・農業生産活動を行う上において条件不利地である中山間地域等において、農業生産活動を維持しながら中山間地域が保有
　　　　する多面的機能等を確保するために、集落協定を通じ直接支払い交付金を交付した
　　　・【事業内容】
　　　　集落協定・・・・・・・・・177件（うち個別協定　3件）
　　　　交付対象面積・・・・・2,505ｈa



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

171 箇所 175 箇所 177 箇所 171 箇所 175 箇所 177 箇所

100.0 ％ 102.3 ％ 101.1 ％ 100.0 ％ 102.3 ％ 101.1 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

371,042 383,015 392,354 402,067 

うち経常経費 371,042 383,013 392,354 402,067 

国 県 費 277,626 286,998 293,940 301,286 理由

地 方 債

そ の 他 2 8 

一般財源 93,416 96,015 98,406 100,781 

うち経常 93,416 96,015 98,406 100,781 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
第１期から第３期対策までをみても事業の必要性は十分に
確認できる。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 国の責任において実施されている

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
中山間地域の不利条件を市民が理解し、集落協定に参加
している。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 3 農地の保全、多面的機能の確保が十分図られている。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 集落等協定数 目
標
年
度

Ｈ32
総合計画前期基本計画の1-1-（3）で目標としているため

数値 171箇所

活
動
指
標

指標 a 集落等協定数 ｂ ｃ ｄ

数値 目標 171箇所 目標 目標 目標

集落等協定数 箇所 a
集落等協
定数

箇所

b

c
中山間地域においては過疎・高齢化に伴う人口減少が著しく、農業生
産活動等はもとより集落機能の維持事態が困難となってきている。

ｄ

４期対策は、支援策の強化・返還ルールの見直し等、これまでの制度
の枠組みを維持しつつ拡充、強化を図る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

平成２７年度からは、法律に基
づいた安定的な措置として実
施され、今後も継続して実施さ
れる



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 1 7 220 頁 農業施設管理費 農業施設管理事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 農業施設管理事業
三重農村環境改善セ
ンター指定管理委託料

委託料 5,533 7,175 6,775 206 6,569 2

計 5,533 7,175 6,775 0 0 206 6,569

予算

目
的

施設の適切な管理運営を図る
対
象

施設利用者

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○農業施設管理事業
　　関連施設の維持管理費
　　　【対象施設】
　　　　・農村環境改善センター
　　　　　　①三重農村環境改善センター（指定管理料2,000千円）
　　　　　　②千歳農村環境改善センター
　　　　・農村公園
　　　　　　①緒方辻河原公園
　　　　　　②緒方中央農村公園
　　　　　　③千歳農村公園
　　　　・農林水産物直売所
　　　　　　①千歳特産物直売所



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － － － －

－ － － － － －

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

9,663 5,533 6,775 6,332 

うち経常経費 8,140 5,533 6,775 6,332 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他 73 190 206 168 

一般財源 9,590 5,343 6,569 6,164 

うち経常 8,067 5,343 6,569 6,164 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3 直営施設は今後も管理の必要がある。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2
民間による経営ノウハウを活用できる施設があるため。（施
設によっては市から民間へ移行すべき）

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 市の行革方針に基づいた手段であると判断できる。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
維持管理費を抑える反面、施設老朽化や災害による修繕
費が増えている。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き公共施設の見直し方針に則り事業を実施し、適正な管理運営を
行うこと。

成
果
指
標

指標名 施設の適正管理 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（3）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 施設の維持管理 ｂ ｃ ｄ

数値 目標 － 目標 目標 目標

施設の適正管理 a
施設の維
持管理

b

c

「公共施設の見直しに関する指針」に沿った具体的対応

ｄ

①施設の検証を行い、維持管理費や管理体制は必要最小限とする。
②施設有効活用のため、新たな指定管理の導入や施設統合の検討。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

施設数等の変更がないため、
前年並みの経費が必要であ
る。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

、

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 2 1 222 頁 畜産業振興費 畜産業振興事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 組織育成対策事業 団体（5組織）の育成
負担金補助
及び交付金

1,238 1,238 1,238 1,238 3

経常 各共進会対策事業
地区予選、市共進
会、県共進会

負担金補助
及び交付金

3,008 3,008 2,374 2,374 3

経常 畜産業振興事務費
一般経費（畜産セン
ター運営負担金他）

負担金補助
及び交付金

1,937 3,894 3,150 38 3,112 2

臨時
全国和牛能力共進会出品
候補牛確保事業

全国和牛能力共進
会出品等経費

負担金補助
及び交付金

991 4,716 4,716 4,716 3

大分県畜産公社新施設整
備建設事業

13,340

計 20,514 12,856 11,478 0 0 38 11,440

予算

目
的

生産意欲と所得向上
対
象

畜産農家

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○組織育成対策事業
　　各団体負担金及び補助金
　　　・畜産振興協議会、大分県草地飼料協会、鶏病対策協議会、和牛振興会、豊後酪農組合の育成支援

○各共進会対策事業
　　県・市共進会出品補助等

○畜産業振興事務費
　　畜産振興事業に係る事務経費
　　　・肉用牛購入資金貸付基金　　　基金額  90,000,000円（現金、預金：48,127,904円　貸付額：41,872,096円 111件）
　　　・乳用牛購入資金貸付基金　　　基金額    9,000,000円（現金、預金： 2,858,902円　貸付額：  6,141,098円 18件）

○全国和牛能力共進会出品候補牛確保事業
　　第11回全国和牛能力共進会の出品に対し支援と助成を行った。最高位の名誉賞(内閣総理大臣賞)を獲得し、種牛日本一
　として豊後大野市の名声が高まった



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 15 件 15 件 15 件

－ － － 100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

1 件 1 件 1 件

100.0 ％ 100.0 ％ 100.0 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

26,608 20,514 11,478 8,993 

うち経常経費 5,965 6,183 6,762 7,001 

国 県 費 理由

地 方 債 9,500 6,200 

そ の 他 9,900 6,740 38 

一般財源 7,208 7,574 11,440 8,993 

うち経常 5,965 6,183 6,762 7,001 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
高齢化による戸数の減少していることから効率的事業推進
を行うため。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 2 JAと連携を取りながら取り組んでいる。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
高齢化や担い手不足の課題からはさけられない状況の中
で、足腰の強い経営体を推進するには必要である。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
徐々に、地域の取組に変化が表れていると思われるが今
後も活性化に向け取り組む。

事業の方向性 評価内容

継続 引き続き未収金対策を推進するとともに、適正な事業実施を行うこと。

成
果
指
標

指標名 生産意欲と所得の向上 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（6）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 組織の育成 ｂ 組織の再編（育種） ｃ ｄ

数値 目標 15組織 目標 1組織 目標 目標

生産意欲と所得の向上 a
組織の育
成

件

b
組織の再
編（育種）

件

c
組織の統合については、再編が行われたが、畜産農家数の大幅な減
少に対応するための方策が必要である。

ｄ

効率的な組織運営の再編等を図り、新規及び後継者対策を検討す
る。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

本年度は、共進会の出品等は
例年並みであるので、効率的
な事業の見直しを図り引き続き
事業の推進を行う。



平成29年度　決算概要書／事務事業評価シート

１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 2 1 224 頁 畜産業振興費 乳・肉用牛改良促進事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

経常 種雄牛造成推進事業
種雄牛造成推進事業
助成（2頭）

負担金補助
及び交付金

30 150 100 100 3

経常 優良雌牛確保対策事業 対象牛(180頭)
負担金補助
及び交付金

12,250 13,000 11,200 11,200 3

経常 優良乳用牛導入事業 実績なし
負担金補助
及び交付金

900 3,240 0 0 3

計 13,180 16,390 11,300 0 0 0 11,300

予算

目
的

生産性の向上のために改良速度を速める
対
象

畜産農家

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

＜肉用牛の改良＞
　○種雄牛造成推進事業
　　　種雄牛造成を推進し、畜産農家の和牛改良意識の高揚を図った。（上限50千円/頭）
　　　50千円×2頭＝100千円

　○優良雌牛確保対策事業
　　　地域で特色を持った雌牛を保留し、次の世代に引き継ぐ再構築を行った。
　　　　・系統牛・指定牛及び但馬系種雄牛の産子の保留・導入に対し100千円の助成。44頭×100千円=4,400千円
　　　　・上記以外の保留・導入に対し50千円の助成。136頭×50千円=6,800千円     計11,200千円



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 34 ％ 34 ％ 35 ％

－ － － 103.5 ％ 99.3 ％ 103.3 ％

8,073 ㎏ 7,607 ㎏ 7,509 kg

109.0 ％ 94.2 ％ 93.9 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

16,310 13,180 11,300 19,450 

うち経常経費 16,310 13,180 11,300 19,450 

国 県 費 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 16,310 13,180 11,300 19,450 

うち経常 16,310 13,180 11,300 19,450 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
生産基盤の弱体化を招いており、畜産物の価格に大きな
変動が起きていることから、早急な対応が必要である。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3
改良は、常に時代を担うもので、市・JAが中心となって推進
していく。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3
短期間での事業の取組が必要なことから目的達成のため
に必要。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2
経営状況は非常に不安定であり改良速度は思ったより進
まない。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 特色ある基礎牛の造成 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（6）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 但馬牛保有率 ｂ 乳用牛生産乳量 ｃ ｄ

数値 目標 30% 目標 8,000ｋｇ 目標 目標

特色ある基礎牛の造成 a
但馬牛保
有率

％

b
乳用牛生
産乳量

kg

c
肉用牛等価格の高騰は続いているが、飼養農家数の高齢化や飼料
価格の高止まりにより経営状況はまだ厳しい状況である。

ｄ

なお一層の増頭推進につとめるとともに、改良増殖を図り本市のブラ
ンド化をすすめる。

決 算 額 （千円）

前年並

財
源
内
訳

市単事業等の効率的運用を図
り、継続して肉用牛の改良等に
努める。
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１．概要

課　名 農業振興課

款 項 目 決算書 目　　　名 事業名称

6 2 1 224 頁 畜産業振興費 経営基盤強化対策事業

財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般

臨時 畜産経営基盤強化事業
施設3件
機械整備18件

負担金補助
及び交付金

9,390 7,000 6,590 6,590 3

経常 乳用牛保留事業 対象牛(13頭)
負担金補助
及び交付金

1,250 2,250 650 650 3

臨時
肉用牛大規模経営体育成
事業

施設整備1件
負担金補助
及び交付金

0 1,718 1,718 1,145 573 3

臨時
肉用牛生産基盤拡大緊急
支援事業

対象牛(73頭)
負担金補助
及び交付金

4,760 6,160 4,526 4,526 0 3

計 15,400 17,128 13,484 5,671 0 0 7,813

予算

目
的

生産基盤確立と意欲と所得の向上
対
象

畜産農家

臨／経 細事業名称 事業内容（主な経費等） 前年度決算額
（千円）

予算現額
（千円）

決算額
（千円）

評価

事
業
概
要

○畜産経営基盤強化事業
　　　国及び県の補助事業に該当するものを除き、畜産農家又は営農集団にあっては、施設の新築、改造及び増築、家畜排せつ物
　　処理施設の設置及び機械導入並びに飼料生産用機械導入に要する経費を支援した。
　　　・[事業内訳]　　施設整備：　3施設　445千円　　　　機械整備： 18件　6,145千円　　　計　6,590千円

○乳用牛保留事業
　　　乳用牛を自家保留し初妊牛から経産牛に至るまでの飼育管理経費の一部を助成。
　　　・[事業費]　13頭×50千円=650千円

○肉用牛大規模経営体育成事業
　　　農業者等が力強い中核的大規模経営体を目指し、省力化や生産規模の拡大を図るため畜舎等の建設や改造並びに附帯設
    備及び機械整備に要する経費を支援した。
　　【施設整備】　畜舎増改築　　事業費：3,456千円×1/2≒1,718千円

○肉用牛生産基盤拡大緊急支援事業
　　　飼料代の高止まりなどにより、増頭意向はあるものの踏み切れない繁殖雌牛飼養者に対し、育成費の一部を助成し、「おおい
　　た豊後牛」の安定供給体制を強化するため助成を図った。
　　　・[補助単価]   62千円/頭(県)　補助対象頭数　73頭     62千円×73頭=4,526千円



２．指標設定

３．実績（上段・実績／下段・達成率）

４．課題と対応

５．事業費・・・Ｈ２７～Ｈ２９（決算額）、Ｈ３０（予算現額） ６．Ｈ３１年度予算の方向性

７．担当課による分析

８．内部評価委員会評価（委員会評価）

指標の設定理由

成果指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ 活動指標名 単位 Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９

－ － － 9 頭 9 頭 10 頭

－ － － 93.0 ％ 93.0 ％ 100.0 ％

8,070 kg 7,607 kg 7,509 kg

100.9 ％ 95.1 ％ 93.9 ％

課題

対応（改善点等）

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 方向性

12,121 15,400 13,484 33,630 

うち経常経費 2,300 1,250 650 2,250 

国 県 費 5,153 4,760 5,671 13,250 理由

地 方 債

そ の 他

一般財源 6,968 10,640 7,813 20,380 

うち経常 2,300 1,250 650 2,250 

着眼点 分析 分析根拠

 ① 事業の
　  必要性

必要性の再確認 3
子牛価格が高騰する中で、配合飼料・燃料等の高騰により
農家の経営は不安定なため、今後は基盤強化をさらに取り
組む。

 ② 行政の
　　関与性

責任領域の精査 3 県との連携により事業の展開を行う。

 ③ 手段の
　  妥当性

活動指標の分析 3 個々の経営に状況を把握し事業の推進を行う。

 ④ 事業の
　  有効性

成果指標の判断 2 個々の経営規模も徐々に拡大傾向にある。

事業の方向性 評価内容

継続
引き続き課題解決に向けて取り組むとともに、適正な事業実施を行うこ
と。

成
果
指
標

指標名 生産基盤の改善・強化 目
標
年
度

H32
総合計画前期基本計画の1-1-（1）、1-1-（6）で目標としているため

数値 －

活
動
指
標

指標 a 肉用牛平均飼養頭数 ｂ 乳用牛平均乳量 ｃ ｄ

数値 目標 10頭 目標 8,000㎏ 目標 目標

生産基盤の改善・強化 a
肉用牛平均
飼養頭数 頭

b
乳用牛平
均乳量

kg

c

飼養農家の高齢化等による戸数の減少がすすんでいる。

ｄ

肉用牛等の子牛価格の高騰は昨年より続いているが、飼養頭数の増
頭や乳用牛の乳量確保のために経営基盤強化を推進する。

決 算 額 （千円）

減額

財
源
内
訳

大規模な県単事業が終了する
ために減額となる。


